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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　現像剤を担持する現像剤担持体と、該現像剤担持体に向けて付勢され、前記現像剤担持
体上の前記現像剤量を規制する現像剤規制部材と、を有し、前記現像剤担持体が像担持体
表面に前記現像剤を担持搬送することによって、前記像担持体上に形成されている静電潜
像を現像する現像装置において、
　前記現像剤は、
　結着樹脂と着色剤を少なくとも有する非磁性トナーを含み、
　体積平均粒径が４～１０μｍであり、
　形状係数ＳＦ１が１００以上１３０未満であり、
　１４０℃における貯蔵弾性率Ｇ’（１４０℃）が、２．０×１０3ｄＮ／ｍ2以上２．０
×１０4ｄＮ／ｍ2未満であり、
　フローテスタ昇温法により求めた粘度が、１．０×１０3Ｐａ・ｓとなるときの測定温
度が１１５℃以上１３０℃未満であり、
　前記現像剤担持体は、
　弾性層を有し、
　その表面粗さＲａ（中心線平均粗さ）、Ｒｚ（十点平均粗さ）とＳｍ（凹凸の平均間隔
）が数式（１）の関係を有していることを特徴とする現像装置。
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【数１】

【請求項２】
　前記現像剤は、
　前記貯蔵弾性率Ｇ’（１４０℃）が、２．０×１０3ｄＮ／ｍ2以上１．０×１０4ｄＮ
／ｍ2未満であり、
　前記フローテスタ昇温法によって求められる粘度が１．０×１０3Ｐａ・ｓとなるとき
の測定温度が１１５℃以上１２５℃未満であることを特徴とする請求項１記載の現像装置
。
【請求項３】
　前記現像剤は、
　メタノール／水混合溶媒に対する濡れ性を７８０ｎｍの波長光の透過率で測定した場合
、透過率が５０％のときのメタノール濃度が３０～６０体積％の範囲内であることを特徴
とする請求項１又は２の現像装置。
【請求項４】
　前記現像剤は、
　形状係数ＳＦ１が１００以上１２５未満であることを特徴とする請求項１～３のいずれ
かの項に記載の現像装置。
【請求項５】
　前記現像剤は、
　前記結着樹脂は、スチレン－アクリル化合物を含むことを特徴とする請求項１～４のい
ずれかの項に記載の現像装置。
【請求項６】
　前記現像剤担持体は、
　芯金上に少なくとも前記弾性層及び表面層を設けた弾性ローラで構成されることを特徴
とする請求項１～５のいずれかの項に記載の現像装置。
【請求項７】
　前記現像剤担持体は、
　表面硬度が、Ａｓｋｅｒ－Ｃ硬度で４０°～６０°であり、ＭＤ－１硬度で、２５°～
５０°であることを特徴とする請求項１～６のいずれかの項に記載の現像装置。
【請求項８】
　前記現像剤担持体によって、現像領域に搬送される前記現像剤の量Ｍ／Ｓ（ｍｇ／ｃｍ
2）が、０．２５≦Ｍ／Ｓ≦０．５であることを特徴とする請求項１～７のいずれかの項
に記載の現像装置。
【請求項９】
　前記現像剤規制部材は前記現像剤担持体とニップを形成し、該ニップにおける前記現像
剤規制部材の前記現像剤担持体に対する当接圧Ｐ（ｇ／ｃｍ）が２５≦Ｐ≦５３であるこ
とを特徴とする請求項１～８のいずれかの項に記載の現像装置。
【請求項１０】
　前記現像剤規制部材は、前記現像剤担持体の移動方向上流側に自由端を有し、前記現像
剤担持体との最下流当接位置と自由端間の距離ＮＥ（ｍｍ）が、数式（２）の関係を満足
することを特徴とする請求項１～９のいずれかの項に記載の現像装置。

【数２】



(3) JP 4497978 B2 2010.7.7

10

20

30

40

50

【請求項１１】
　表面に静電潜像が形成される像担持体と、請求項１～１０のいずれかの項に記載の現像
装置と、を有し、画像形成装置本体に着脱自在に設置されることを特徴とするプロセスカ
ートリッジ。
【請求項１２】
　表面に静電潜像が形成される像担持体と、請求項１～１０のいずれかの項に記載の現像
装置と、を有することを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、現像剤にて像担持体上に形成された静電潜像を現像し、顕像化する現像装置
、並びにそれを備えた、電子写真方式を利用したプロセスカートリッジ及び複写機やプリ
ンタ等の画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真法を用いた画像形成装置は、複写機に加え、例えば、プリンタやファッ
クスのごとき電子写真画像形成装置として適用されている。特に、プリンタやファックス
では、複写装置部分を小さくする必要や、メンテナンスを容易にする為、現像装置を中心
とした現像剤ユニットと静電潜像担持体（像担持体）を中心としたドラムユニットの２つ
のユニット化が進み、それらを一体化したプロセスカートリッジを用いることが多くなっ
てきた。
【０００３】
　そして、このプロセスカートリッジにおける現像方式として、小型化に有利な一成分現
像方式が用いられることが多い。
【０００４】
　一成分現像方式は、一成分現像剤（トナー）を使用した現像方式であり、例えば現像ブ
レードである現像剤規制部材と例えば現像ローラである現像剤担持体を有する現像装置に
て実施される。一成分現像方式を実施する現像装置においては、現像ローラは、現像する
べく静電潜像が形成された、例えば感光ドラムである像担持体に対向して設けられ、現像
装置内部からトナーを汲み上げ、表面にトナーを担持してトナーを現像領域まで回転運動
により搬送する。そして、現像ローラの周囲で、トナーを汲み上げる部分と現像領域部分
との間に現像剤規制部材としてのブレード先端との対向部がある。この対向部において、
現像剤規制部材とトナー粒子との摩擦、及び、現像剤担持体である現像ローラとトナー粒
子との摩擦により、トナー粒子に電荷を与えると同時に、現像ローラ上に薄く塗布し、現
像ローラと像担持体とが対向した現像領域にトナーを搬送し、像担持体上の静電潜像を現
像し、トナー像として顕像化する。
【０００５】
　この一成分現像方式は、ガラスビーズや鉄粉、フェライト等のキャリア粒子が必要な二
成分現像方式とは異なり、キャリア粒子が不要のため、現像装置自体を小型化、軽量化で
きる。更に二成分現像方式は、現像剤中のトナー濃度を一定に保つ必要があるため、トナ
ー濃度を検知し、必要量のトナーを補給する装置が必要であり、現像装置の大型化、重量
化を招くのに対し、一成分現像方式にはその必要は無い。この点において一成分現像方式
は小型化、軽量化に有利である。
【０００６】
　ここで、フルカラー現像装置において、一成分現像剤として、一般的には有色である磁
性紛を、フルカラー用現像剤に内包化せしめて用いることは、色再現性の観点から困難で
ある。こうしたことから、現像剤としては、非磁性トナーを用いることが広く行われてい
る。
【０００７】
　ところで、プリンタ及び複写機は、より高速印刷に対応したものが求められている。こ
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の要求を満たすため、プロセススピードの向上が検討課題であるが、とりわけ、画像形成
工程のうち現像工程より後の工程にて実行される、トナーを記録媒体に定着させる定着工
程における定着装置とトナーのマッチングが重要である。
【０００８】
　定着には、一方、消費電力の抑制やクイックスタート等のユーザビリティの向上が望ま
れている。そのような状況において、熱容量の小さい、フィルム加熱方式の定着装置が提
案されている。
【０００９】
　これらのフィルム加熱方式の定着装置は、加熱体としてセラミックヒータと、加圧部材
としての加圧ローラとの間に耐熱性フィルム（定着フィルム）を挟ませてニップ部を形成
させ、該ニップ部のフィルムと加圧ローラとの間に画像定着すべき未定着トナー画像を形
成担持させた記録媒体を導入してフィルムと一緒に挟持搬送させることで、ニップ部にお
いてセラミックヒータの熱をフィルムを介して記録媒体に与え、またニップ部の加圧力に
て未定着トナー画像を記録媒体面に熱圧定着させるものである。
【００１０】
　このフィルム加熱方式の定着装置の特徴としては、セラミックヒータ及びフィルムとし
て低熱容量の部材を用いてオンデマンドタイプの装置を構成することができ、画像形成装
置の画像形成実行時のみ熱源としてのセラミックヒータに通電して所定の定着温度に発熱
させた状態にすればよく、画像形成装置の電源オンから画像形成実行可能状態までの待ち
時間が短く（クイックスタート性）、スタンバイ時の消費電力も大幅に小さい（省電力）
等の利点がある。
【００１１】
　しかしながら、こうしたフィルム加熱定着装置は、定着に大きな熱量が要求されるフル
カラー画像形成装置や高速機種用の定着装置としては熱量的に不十分であり、定着不良や
定着画像の光沢ムラ（グロスムラ）やオフセット等の問題が発生し、更なる改良が必要と
されている。
【００１２】
　本発明者らは、フィルム加熱方式の定着装置を備えた画像形成装置を用いて詳細な検討
を行った結果、高速印刷時においては定着ニップ部の圧にかかわらず、先に述べた光沢ム
ラやオフセットといった画像不良が生じやすくなることを見いだした。この現象は特に記
録紙として厚紙（坪量が１０５ｇ以上）を用いた場合に顕著に発生するものであった。
【００１３】
　この現象を抑制する手段としては、トナーの粘弾性を下げる方法があるが、それを実行
すると、高速印刷時においては、現像ローラ表面へトナー融着による画像不良が発生する
ため、それに対する種々の対策が望まれている。
【００１４】
　尚、低エネルギーで定着でき、オフセットによる汚染を防止のために、特許文献１のよ
うに、一成分現像剤の温度と貯蔵弾性率を規定したものが知られている。
【００１５】
　一方、オイルレスでテフロンローラ定着に適応できるように、特許文献２のように、現
像剤の温度と貯蔵弾性率を規定したものが知られている。
【特許文献１】特開平９－３１１４９９号公報
【特許文献２】特開平６－５９５０２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　本発明の目的は、現像工程にて一成分現像方式を採用した現像装置で、光沢ムラ、オフ
セット等の画像不良、現像剤担持体へのトナー融着を発生せずに、高速化を達成した現像
装置、及びそれを備えたプロセスカートリッジ及び画像形成装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
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【００１７】
　上記目的は本発明に係る現像装置、プロセスカートリッジ及び画像形成装置にて達成さ
れる。要約すれば、第１の本発明は、現像剤を担持する現像剤担持体と、該現像剤担持体
に向けて付勢され、前記現像剤担持体上の前記現像剤量を規制する現像剤規制部材と、を
有し、前記現像剤担持体が像担持体表面に前記現像剤を担持搬送することによって、前記
像担持体上に形成されている静電潜像を現像する現像装置において、
　前記現像剤は、
　結着樹脂と着色剤を少なくとも有する非磁性トナーを含み、
　体積平均粒径が４～１０μｍであり、
　形状係数ＳＦ１が１００以上１３０未満であり、
　１４０℃における貯蔵弾性率Ｇ’（１４０℃）が、２．０×１０3ｄＮ／ｍ2以上２．０
×１０4ｄＮ／ｍ2未満であり、
　フローテスタ昇温法によって求められる粘度が、１．０×１０3Ｐａ・ｓとなるときの
測定温度が１１５℃以上１３０℃未満であり、
　前記現像剤担持体は、
　弾性層を有し、
　その表面粗さＲａ（中心線平均粗さ）、Ｒｚ（十点平均粗さ）とＳｍ（凹凸の平均間隔
）が数式（４）の関係を有していることを特徴とする現像装置を提供する。
【００１８】
【数４】

【００１９】
　第２の本発明は、表面に静電潜像が形成される像担持体と、第１の本発明の現像装置と
、を有し、画像形成装置本体に着脱自在に設置されることを特徴とするプロセスカートリ
ッジを提供する。
【００２０】
　第３の本発明は、表面に静電潜像が形成される像担持体と、第１の本発明の現像装置と
、を有することを特徴とする画像形成装置を提供する。
【００２１】
　第１～第３の本発明の一実施態様によると、前記現像剤は、
　メタノール／水混合溶媒に対する濡れ性を７８０ｎｍの波長光の透過率で測定した場合
、透過率が５０％のときのメタノール濃度が３０～６０体積％の範囲内である。
【００２２】
　第１～第３の本発明の他の実施態様によると、前記現像剤は、
　前記結着樹脂は、スチレン－アクリル化合物を含む。
【００２３】
　第１～第３の本発明の他の実施態様によると、前記現像剤担持体は、
　Ａｓｋｅｒ－Ｃ硬度で４０°～６０°であり、ＭＤ－１硬度で、２５°～５０°である
。
【００２４】
　第１～第３の本発明の他の実施態様によると、前記現像剤担持体によって、現像領域に
搬送される現像剤の量Ｍ／Ｓ（ｍｇ／ｃｍ2）が、０．２５≦Ｍ／Ｓ≦０．５である。
である。
【００２５】
　第１～第３の本発明の他の実施態様によると、前記現像剤規制部材は前記現像剤担持体
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とニップを形成し、該ニップにおける前記現像剤規制部材の前記現像剤担持体に対する当
接圧Ｐ（ｇ／ｃｍ）が２５≦Ｐ≦５３である。
【００２６】
　第１～第３の本発明の他の実施態様によると、前記現像剤規制部材は、前記現像剤担持
体の移動方向上流側に自由端を有し、現像剤担持体との最下流当接位置と自由端間の距離
ＮＥ（ｍｍ）が、数式（５）の関係を満足する。
【００２７】
【数５】

【００２９】
【数６】

【発明の効果】
【００３０】
　本発明の現像装置、プロセスカートリッジ及び画像形成装置は、現像剤を担持する現像
剤担持体と、現像剤担持体に向けて付勢され、現像剤担持体上の現像剤量を規制する現像
剤規制部材と、を有し、現像剤担持体が像担持体表面に現像剤を担持搬送することによっ
て、像担持体上に形成されている静電潜像を現像する現像装置において、現像剤は、（Ａ
）結着樹脂と着色剤を少なくとも有する非磁性トナーを含み、（Ｂ）体積平均粒径が４～
１０μｍであり、（Ｃ）形状係数ＳＦ１が１００以上１３０未満であり、（Ｄ）１４０℃
における貯蔵弾性率Ｇ’（１４０℃）が、２．０×１０3ｄＮ／ｍ2以上２．０×１０4ｄ
Ｎ／ｍ2未満であり、（Ｅ）フローテスタ昇温法によるトナーの粘度が、１．０×１０3Ｐ
ａ・ｓとなるときの測定温度が１１５℃以上１３０℃未満であり、現像剤担持体は、弾性
層を有し、その表面粗さＲａ（中心線平均粗さ）、Ｒｚ（十点平均粗さ）とＳｍ（凹凸の
平均間隔）が数式（７）の関係を有していることを特徴とする現像装置、並びにそれを備
えたプロセスカートリッジ及び画像形成装置であるので、高速印刷時においても、高い定
着性能を維持し、現像剤担持体表面へのトナー融着による画像不良を抑制することができ
る。
【００３１】
【数７】

【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　以下、本発明に係る現像装置、プロセスカートリッジ、及び画像形成装置を図面に則し
て更に詳しく説明する。以下に説明する実施例は、例示的に本発明を説明するものであっ
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て、以下に記載される構成部品の寸法、材質、形状、その相対配置などは、特に特定的な
記載がない限りは、本発明の範囲をそれに限定するものではない。
【００３３】
　実施例１
　図１は、本発明に係る画像形成装置の一実施例の概略断面を示す。本実施例の画像形成
装置Ａは、画像情報に応じて電子写真方式にて記録媒体６、例えば記録用紙、ＯＨＰシー
ト等に画像を形成するレーザービームプリンタとされる。又、本実施例の画像形成装置Ａ
は、詳しくは後述するように、プロセスカートリッジＢが着脱可能とされている。
【００３４】
　画像形成装置Ａは、パーソナルコンピュータ等のホスト１４に接続されて用いられる。
そして、画像形成装置ＡはプロセスカートリッジＢにおいて像担持体としてドラム状の感
光体（感光ドラム）１を備えており、感光ドラム１の外周には、画像形成手段が配置され
ている。そして、感光ドラム１の回転過程によって、それらの画像形成手段によりホスト
１４からの情報に基づいた感光ドラム１周面に現像剤像（トナー像）が形成される。
【００３５】
　この画像形成工程の帯電工程において、感光ドラム１は、その周囲の画像形成手段のひ
とつである帯電手段、ここでは感光ドラム１に加圧当接されたローラ状の帯電部材、即ち
、ＤＣ接触帯電ローラ（帯電ローラ）２によって一様に帯電される。帯電ローラ２には帯
電バイアスとして所定の値に固定された直流電圧が印加され、感光ドラム１の表面を負に
一様に帯電させる。帯電ローラ２は、感光ドラム１の回転により従動回転する。帯電ロー
ラ２は、感光ドラム１の長手方向（記録媒体６の搬送方向に直交する方向）略全域に亙っ
て当接されている。
【００３６】
　引き続いて、画像形成装置Ａ内のコントローラ部３３において、ホスト１４からのプリ
ント要求信号並びに画像データを処理し、露光手段であるスキャナ３を制御することで、
感光ドラム１上に静電潜像を形成する。即ち、一様に帯電された感光ドラム１は、露光手
段であるスキャナ３からのレーザ光Ｌにより露光され、その表面に静電潜像が形成される
（露光工程）。スキャナ３は、不図示のレーザー光源、ポリゴンミラー、レンズ系等を有
し、コントローラ部３３の制御により、感光ドラム１上を走査露光することができる。
【００３７】
　その後、この静電潜像は、現像装置４によって現像剤が供給されて、トナー像として可
視化される（現像工程）。ここで、本画像形成装置Ａは、一成分現像方式を採用し、現像
装置４は、一成分現像剤として負帯電性の非磁性トナー（トナー）２２を収容する現像容
器２１を有する。本実施例では、トナー２２には、高速印刷時において、定着特性の優れ
た粘弾性の低い、体積平均粒径約６μｍの略球形トナーを用いた。詳細については後述す
る。
【００３８】
　そして、感光ドラム１と対向する現像容器２１の一部は、感光ドラム１の長手方向略全
域に亙り開口しており、この開口部にローラ状の現像剤担持体（現像手段）である現像ロ
ーラ２３が配置されている。現像ローラ２３は、現像装置４の図中左上方に位置する感光
ドラム１に所定の侵入量となるように押圧、接触され、感光ドラム１と順方向に回転駆動
される。
【００３９】
　現像ローラ２３の図中右下方には、現像ローラ２３へのトナーを供給し、又、未現像ト
ナーを現像ローラ２３から剥ぎ取る手段として、弾性を有する供給ローラ２４が当接され
ている。供給ローラ２４は、回転可能に現像容器２１に支持されている。又、供給ローラ
２４は、現像ローラ２３へのトナー供給及び未現像トナーの剥ぎ取り性の点からゴムスポ
ンジローラとし、現像ローラ２３と同一方向に回転駆動する。
【００４０】
　又、現像装置４は、現像ローラ２３に担持させるトナー量を規制する現像剤規制部材と
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して、現像ブレード２５を備えている。現像ブレード２５は、弾性を有するリン青銅製の
金属薄板で構成され、自由端側の先端近傍を現像ローラ２３の外周面に面接触にて当接す
るように設けられている。供給ローラ２４との摺擦により現像ローラ２３上に担持された
トナーは、現像ブレード２５との当接部を通過する際に摩擦帯電により電荷付与され、且
つ、薄層に規制される。
【００４１】
　このような構成の一成分現像方式を採用する現像装置４において、現像ローラ２３には
、現像バイアスとして所定の値に固定された直流電圧が印加される。これによって、本実
施例では、一様に帯電された感光ドラム１の表面の、負電荷が減衰した露光部を反転現像
により現像し、現像剤像（トナー像）とする。
【００４２】
　こうして感光ドラム１上にトナー像が形成される一方、記録媒体６は記録媒体収容部１
６から供給ローラ１２ａにより分離給送され、レジストローラ１２ｂで一旦停止する。レ
ジストローラ１２ｂは、記録媒体６の記録位置と感光ドラム１へのトナー像の形成タイミ
ングとの同期をとり、転写手段である転写ローラ５と感光ドラム１との対向部（転写部）
へと、記録媒体６を送り出す。こうして、可視化された感光ドラム１上のトナー像は、転
写ローラ５の作用によって記録媒体６に転写される（転写工程）。
【００４３】
　トナー像を転写された記録媒体６は、定着装置９に搬送される。定着装置９で、記録媒
体６上の未定着のトナー像は、熱、圧力によって記録媒体６に永久定着される（定着工程
）。
【００４４】
　ここで、定着装置９は、従来例にて説明したフィルム加熱定着装置であり、ヒータ９ａ
によって加熱し、その周囲のフィルム９ｂと加圧ローラ９ｃとの間に挟持搬送される記録
媒体６上に画像を定着させる。
【００４５】
　その後、記録媒体６は排出ローラ１２ｃにより機外に排紙される（画像形成工程１回分
終了）。
【００４６】
　又、転写されずに感光ドラム１上に残留した転写残トナーは、クリーニング手段（クリ
ーナ）１０によって清掃する。つまり、クリーナ１０は、クリーニング部材であるクリー
ニングブレード７により転写残トナーを感光ドラム１から掻き取り、廃トナー容器８に収
納する。クリーニングされた感光ドラム１は画像形成に供される。
【００４７】
　ところで、本実施例では、画像形成装置Ａは、電子写真感光体である感光ドラム１であ
る像担持体と、この像担持体に作用する画像形成手段（帯電ローラ２、現像装置４、クリ
ーナ１０）とを一体的にカートリッジ化し、このカートリッジＢを装置本体Ａに対して着
脱可能とするプロセスカートリッジ方式とされている。
【００４８】
　ここで、画像形成手段としては、電子写真感光体（感光ドラム１）を帯電する帯電手段
（帯電ローラ２）、電子写真感光体に現像剤（トナー）を供給する現像手段（現像装置４
）、電子写真感光体をクリーニングするクリーニング手段（クリーナ１０）が含まれる。
つまり、プロセスカートリッジＢとは、帯電手段、現像手段及びクリーニング手段と、電
子写真感光体とを一体的にカートリッジ化し、このカートリッジを電子写真画像形成装置
本体に着脱可能とするか、或いは、帯電手段、現像手段、クリーニング手段のうち少なく
とも１つと、電子写真感光体とを一体的にカートリッジ化して電子写真画像形成装置本体
に対して着脱可能とするものであるか、或いは、少なくとも現像手段と電子写真感光体と
を一体的にカートリッジ化して、このカートリッジを電子写真画像形成装置本体に対して
着脱可能としたものである。
【００４９】
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　本実施例においては、感光ドラム１、帯電ローラ２、現像装置４、クリーナ１０が一体
的にカートリッジ化され、プロセスカートリッジＢを形成し、装置本体Ａに着脱可能とさ
れている。プロセスカートリッジＢは、装置本体Ａが備えた装着手段１５を介して、取り
外し可能に装置本体Ａに装着される。
【００５０】
　ここで、本発明の内容の詳細な説明を行う。
【００５１】
　本発明の課題として、高速印刷時においても、現像特性、定着特性を優れたものとする
ため、本実施例では、現像剤であるトナー２２及び現像剤担持体である現像ローラ２３を
改良した。
【００５２】
　トナー２２については、以下（１）～（４）の特性を有する非磁性トナー、即ち前記し
たように高速印刷時において、定着特性の優れた粘弾性の低い、体積平均粒径約６μｍの
略球形トナーを用いた。尚、トナーは、結着樹脂と着色剤を少なくとも含む現像剤を意味
する。
【００５３】
　（１）まず、体積平均粒径を４～１０μｍとする。なぜなら、体積平均粒径が４μｍ未
満である場合には、トナー粒子の過剰帯電（チャージアップ）が発生しやすいトナーとな
り、ネガゴーストが発生してしまい、好ましくない。又、体積平均粒径が１０μｍを超え
る場合には、高精細性に劣る画像となり、好ましくないからである。
【００５４】
　ここで、トナーの体積平均粒径は例えば、下記の測定方法で測定される。
【００５５】
　測定方法としては、コールターカウンターＴＡ－ＩＩ型（コールター社製）を用い、個
数平均分布を出力するインターフェース（日科機製）及びＣＸ－Ｉパーソナルコンピュー
タ（キヤノン製）を接続し、電解液は１級塩化ナトリウムを用いて１％ＮａＣｌ水溶液を
調整する。測定方法としては、上記電解水溶液１００～１５０ｍｌ中に分散剤として界面
活性剤（好ましくはアルキルベンゼンスルホン酸）を０．１～５ｍｌ加え、更に測定試料
０．５～５０ｍｇを加える。試料を懸濁した電解液は、超音波分散器で約１～３分間分散
処理を行ない、上記コールターカウンターＴＡ－ＩＩ型によりアパーチャーとして１００
μｍアパーチャーを用いて２～４０μｍの粒子の粒度分布を測定し、体積分布を求める。
これら求めた体積分布により、サンプルの体積平均粒径が得られる。
【００５６】
　（２）形状係数ＳＦ１が１００以上１３０未満、より好ましくは１００以上１２５未満
であるものとする。なぜなら、トナー粒子が球形に近いほうが、未定着画像においてトナ
ー粒子間の空隙が少なく、トナー粒子全体に均一に熱が伝わり易いのに対して、トナー粒
子が歪である場合には、未定着画像におけるトナー粒子間の空隙にばらつきが生じ、トナ
ー粒子への熱の伝わり方が不均一となるため、定着不良が生じるものとなるからである。
具体的には、定着画像表面を擦った際にトナー画像の剥離が生じるものとなるからである
。
【００５７】
　尚、本発明に用いられる形状係数を示すＳＦ１とは、日立製作所製ＦＥ－ＳＥＭ（Ｓ－
８００）を用い、倍率５００倍に拡大したトナー像を１００個無作為にサンプリングし、
その画像情報はインターフェースを介してニコレ社製画像解析装置（Ｌｕｚｅｘ３）に導
入し、解析を行い、数式（８）より算出し得られた値を形状係数ＳＦ１と定義した。
【００５８】
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【数８】

【００５９】
　（３）１４０℃における貯蔵弾性率Ｇ’（１４０℃）を２．０×１０3ｄＮ／ｍ2以上
２．０×１０4ｄＮ／ｍ2未満、好ましくは２．０×１０3ｄＮ／ｍ2以上１．０×１０4ｄ
Ｎ／ｍ2未満とする。そうすることによって、トナーの結着バインダー部における熱的特
性を好ましいものとすることが出来る。
【００６０】
　（４）フローテスタ昇温法によるトナーの粘度が１．０×１０3Ｐａ・ｓとなるときの
測定温度を１１５℃以上１３０℃未満、より好ましくは１１５℃以上１２５℃未満とする
。そうすることによって、離型剤や着色剤の影響も加味したトナー全体としての熱的特性
を好ましいものとすることが出来る。
【００６１】
　（５）メタノール／水混合溶媒に対する濡れ性を７８０ｎｍの波長光の透過率で測定し
た場合、透過率が５０％のときのメタノール濃度が３０～６０体積％の範囲内であるもの
とする。なぜなら、透過率が５０％のときのメタノール濃度が３０体積％未満である場合
には、トナー粒子表層に親水性物質が多く存在する濡れ易いトナーであり、空気中の水分
の影響を受けやすいため、画像光沢均一性に劣るトナーとなるからである。一方、透過率
が５０％のときのメタノール濃度が６０体積％を超える場合には、濡れ難いトナーとなっ
て画像光沢均一性には優れるものの、表面ワックス量が過多である場合には保存性に劣り
、外添剤として用いた微粒子が適切な量及び適切な材料ではない場合には、定着画像均一
性に劣るトナーとなる。
【００６２】
　（６）結着樹脂の主たる成分をスチレン－アクリル化合物とする。なぜなら、長期に渡
る使用においても現像特性の変化が小さく、耐久性に優れたトナーを得ることができる。
【００６３】
　ここで、この（１）～（６）の性質を有する本実施例のトナー２２について、定着性と
２万枚画像形成による耐久性（カブリ）の比較結果を表１に示す。
【００６４】
　本実施例のトナー２２としては、それぞれの物性値が、上記の（１）～（６）の範囲内
にある、トナー２２ａ、２２ｂを用いた。
【００６５】
　比較例としては、上記の（１）の体積平均粒径が４～１０μｍとする性質、且つ（６）
の決着樹脂がスチレンーアクリル化合物を含む条件を満たし、（２）、（３）、（４）、
（５）の値をそれぞれ変更した、トナー２２ｃ、２２ｄ、２２ｅ、２２ｆ、２２ｇの５種
類を用いた。
【００６６】
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【表１】

【００６７】
　ここで、画像形成は常温常湿（２５℃／６０％）環境下で行い、現像ローラ２３の表面
粗さはＲａ＝０．８μｍ、Ｒｚ＝８μｍ、Ｓｍ＝２００μｍのものを使用した。
【００６８】
　本実施例でのカブリとは、トナーを充分摩擦帯電できずにベタ白地にトナーを現像して
しまう問題であり、○は紙上付着無し、△は少し目立つ程度、×は非常に目立つ程度のも
のである。
【００６９】
　本実施例のトナーはトナー２２ａ、２２ｂ、及び（５）の濡れ性のみ条件外のトナー２
２ｃ、２２ｄについて、オフセット、画像の光沢、均一性等の定着性については、（２）
～（４）の物性値を上記の範囲外としたトナー２２ｅ、２２ｆ、２２ｇと比べて、良好と
なった。つまり、本発明の課題における定着性に関しては、物性値の条件としては、上記
の（１）粒径、（２）形状係数、（３）貯蔵弾性率、（４）粘度の物性値の条件を満たす
ことによって、改善可能であり、更に均一性を施すために、（５）の濡れ性の条件を上記
のようにする。
【００７０】
　ここで、定着性が良好であったトナー２２ａ～２２ｄにおいて、カブリに関しては、ト
ナー１４０℃における貯蔵弾性率Ｇ’（１４０℃）（ｄＮ／ｍ2）が高いほど悪い結果と
なっている。この実験でのカブリは、現像ローラ２３表面へのトナー融着による摩擦帯電
性低下であり、柔らかいトナーの方が現像ブレード２５との摺擦により融着しやすいこと
が原因である。
【００７１】
　又、現像ローラ２３については、本実施例では、表面粗さ、抵抗値、硬度等の物性の操
作が容易であるため、芯金上に少なくとも弾性層および薄層の表面層を設けた弾性ローラ
を現像ローラ２３に用いている。つまり、弾性層として、シリコンゴムを基層とし、ウレ
タン粒子を含むウレタン樹脂を表層にコートした現像ローラを用いた。そして、この現像
ローラ２３の表面粗さについて考慮する。
【００７２】
　ここで、この現像ローラ２３の表面粗さは、「ＪＩＳ　Ｂ　０６０１（１９９４）」に
基づき、Ｒａ（中心線平均粗さ）、Ｒｚ（十点平均粗さ）とＳｍ（凹凸の平均間隔）によ
り示している。具体的には、粗さ曲線からその中心線の方向に測定長さａとして２．５ｍ
ｍの部分を抜き取り、この抜き取り部分の中心線をＸ軸、縦倍率の方向をＹ軸、粗さ曲線
をｙ＝ｆ（ｘ）で表したとき、数式（９）によって求められる値をマイクロメートル（μ
ｍ）で表したものを言う。
【００７３】



(12) JP 4497978 B2 2010.7.7

10

20

30

40

【数９】

【００７４】
　ここで、ＲｚとＳｍの計算法は、図２に示す、表面粗さ測定器のデータより数式（１０
）、数式（１１）を用いて計算する。表面粗さ測定器には小阪研究所社製「サーフコーダ
ーＳＥ－３４００」を用いた。
【００７５】
　Ｒｚは、図２（ａ）にしめす表面粗さ測定器による、表面の高さの中間値Ｘからとの差
を、（ａ）より大きい部分で５個、小さい部分で５個と、合計１０個とり、その値ｎ１～
ｎ５、ｎ’１～ｎ’５から数式（１０）で求める。
【００７６】

【数１０】

【００７７】
　Ｓｍは、図２（ｂ）に示すデータにおいて、表面が凸凹の最大値と最小値との間を一回
上下する距離を一山として、測定した表面距離Ｌにおける凸凹の山の数ｎを用いて、数式
（１１）で求める。
【００７８】
【数１１】

【００７９】
　次に、表１に示した結果で、上記（１）～（６）の現像剤の条件を満たしたトナーであ
り、定着性は良好であるが、２万枚画像形成後にかぶりが発生するトナー２２ｂを用いた
画像形成時の現像ローラ２３表面粗さの影響を説明する。
【００８０】
　現像ローラ２３はＡｓｋｅｒ－Ｃ硬度で５０°ＭＤ－１硬度で４０°のものを用いた。
【００８１】
　画像形成装置Ａにおいて、常温常湿（２５℃／６０％）環境下、２万枚の画像形成を行
ったところ、現像ローラ２３の表面粗さと初期画像濃度と耐久性（カブリ）に、表２に示
すような関係がある。
【００８２】
　ここで、Ｍ／Ｓは現像領域に搬送される単位面積当たりの現像剤の量であり、単位はｍ
ｇ／ｃｍ2である。融着は現像ローラ表面へのトナー融着を表しており、○は融着無し、
×は融着有りである。
【００８３】
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【表２】

【００８４】
　表２の関係から初期濃度は現像ローラ２３上のＭ／Ｓにより決まっており、Ｍ／Ｓは表
面粗さＲａに比例していることが分かる。本実施例では、初期濃度に関しては表面粗さＲ
ａ≧０．８μｍで良好である。
【００８５】
　本実施例でのカブリとは、トナーを充分摩擦帯電できずにベタ白地にトナーを現像して
しまう問題を表しており、本実施例では２つの要因が考えられる。
【００８６】
　要因１：耐久後現像ローラ２３表面へのトナー融着による摩擦帯電性低下。
【００８７】
　要因２：耐久後摩擦帯電性が低下している劣化トナーに対して、表面粗さＲａが大きく
Ｍ／Ｓが大きいため充分摩擦帯電できない。
【００８８】
　本実施例では、カブリに関しては、Ｒｚ／Ｓｍ≧０．０６であれば要因１のカブリを防
ぐことができる。
【００８９】
　要因２によるカブリを防ぐためには、Ｒａ≦２．０（μｍ）とすれば良い。本実施例で
は、構成Ｎｏ．２、構成Ｎｏ．６のように現像ローラ２３表面へトナー融着していても、
表面粗さＲａが低ければカブリが発生しないことが確認された。
【００９０】
　又、表面粗さＲａを大きくするためＲｚ／Ｓｍを大きくしていくと、構成Ｎｏ．１６の
ように表層剥れが発生した。これは表層粗し粒子の粒径が大きく且つ部数が多すぎるため
、表層ウレタン樹脂の結着力が低下したことが原因であると考えられる。このためＲｚ／
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【００９１】
　以上の結果から本実施例における現像ローラ２３の表面粗さは、０．０６≦Ｒｚ／Ｓｍ
≦０．４、０．８≦Ｒａ≦２．０（μｍ）が最適であり、現像ローラ２３上のＭ／Ｓは、
０．２５≦Ｍ／Ｓ≦０．５が最適である。表２からも、この表面粗さで、かぶりは発生し
ないことが明らかである。
【００９２】
　以上、本実施例によれば、現像ローラの表面粗さを最適にすることにより、高速印刷時
においても、高い定着性能を維持し、現像剤担持体表面へのトナー融着による画像不良を
防止できる画像形成装置を提供することができる。
【００９３】
　従って、本発明では、一成分現像方式にて使用される、結着樹脂と着色剤を少なくとも
有する非磁性トナーである現像剤及び現像剤担持体となる現像ローラの表面粗さを調整す
るものであり、トナーが、（１）体積平均粒径が４～１０μｍであり、（２）形状係数Ｓ
Ｆ１が１００以上１３０未満であり、（３）１４０℃における貯蔵弾性率Ｇ’（１４０℃
）が、２．０×１０3ｄＮ／ｍ2以上２．０×１０4ｄＮ／ｍ2未満であり、（４）フローテ
スタ昇温法によるトナーの粘度が、１．０×１０3Ｐａ・ｓとなるときの測定温度が１１
５℃以上１３０℃未満であるといった物性値を満たし、且つ、現像ローラは、弾性を有し
、その表面粗さＲａ（中心線平均粗さ）、Ｒｚ（十点平均粗さ）とＳｍ（凹凸の平均間隔
）が数式（１２）の関係を有している現像装置、そしてそれを備えたプロセスカートリッ
ジ、及び画像形成装置を提供し、フィルム加熱定着装置等を使用した、高速化を進めた画
像形成装置においても、定着不良や、かぶり等を防止できるようになった。
【００９４】
【数１２】

【００９５】
　又、本発明は、画像形成装置がプロセスカートリッジ方式とされていない場合にも適用
することができ、本実施例と同様の効果を奏し得る。
【００９６】
　実施例２
　本実施例では、実施例１と同構成の画像形成装置において、表１でのトナー２２ｂを用
いた画像形成時の現像ローラ２３硬度の影響を説明する。ここでは、実施例１に説明した
条件を満たす、表面粗さＲａ＝１．２μｍ、Ｒｚ＝１０μｍ、Ｓｍ＝１００μｍの現像ロ
ーラ２３を用いた。
【００９７】
　表３は、画像形成装置Ａにおいて、常温常湿（２５℃／６０％）環境下、２万枚の画像
形成を行った後の、現像ローラ２３の硬度と、画像のかぶり、ローラ２３の表層剥がれ及
び画像に現れる現像スジと、の関係である。現像スジとは、現像ローラ２３と現像ブレー
ド２５との摺擦により現像ブレード２３にトナーが融着することが原因である。
【００９８】
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【表３】

【００９９】
　この結果は、現像ローラ２３の全体硬度としてのＡｓｋｅｒ－Ｃ硬度が低いと、劣化ト
ナーを充分摩擦帯電できずにカブリが悪化することを示している。
【０１００】
　又、表面の硬度を測定しているＭＤ－１硬度が高いと、現像ブレード２５との摺擦時ト
ナーへの圧を大きくし、現像スジを悪化させていることが分かる。
【０１０１】
　この結果から、本実施例では、Ａｓｋｅｒ－Ｃ硬度で４０°～６０°、ＭＤ－１硬度で
２５°～５０°の範囲現像ローラ２３を使用することにした。このことによって、画像の
かぶり、現像スジ、そしてローラ２３の表層剥がれを防止できる。
【０１０２】
　尚、ここでは、Ａｓｋｅｒ－Ｃ硬度の測定には、日本ゴム協会標準規格ＳＲＩＳ０１０
１に準拠したＡｓｋｅｒ－Ｃ型スプリング式ゴム硬度計（高分子計器（株）社製）を用い
、ＭＤ－１硬度の測定には、ＭＩＣＲＯ　ＤＵＲＯＭＥＴＥＲ　ＭＤ－１型（高分子計器
（株）社製）を用いた。
【０１０３】
　実施例３
　本実施例では、実施例１の同様の構成の画像形成装置において、更に、現像装置４にお
ける良好な現像設定を考慮する。
【０１０４】
　図１における現像装置は、実施例１にても説明したように、現像ブレード２５と現像ロ
ーラ２３の摺擦によりトナー２２に電化を与える一成分現像方式が実施するものである。
よって、現像ブレード２５と現像ローラ２３との配置関係は重要であり、ここでは、ブレ
ード２５の現像ローラ２３に対する当接圧Ｐに着目した。
【０１０５】
　球形化処理を受けた非磁性トナーは、球形であるがゆえ現像ブレード２５によるコート
量の規制がしづらい。満足いく画質を実現するためには、現像ブレード２５による規制力
を高めることが必要である。
【０１０６】
　ブレード２５の当接圧Ｐ、即ち現像ローラ２３長手方向についての１ｃｍあたりの線圧
（ｇ／ｃｍ）と、図３に示す、現像ブレード２５が現像ローラ２３に当接する当接ニップ
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Ｎの最下流の位置である当接最下流位置からブレード２５自由端までの距離であるＮＥを
それぞれ組み合わせて画像形成動作をおこなった。尚、現像ブレード２５は、現像ローラ
２３に対して下流側から当接しているので、当接最下流位置とは、現像ローラ２３の回転
方向では上流側である。
【０１０７】
　図４にこの結果を示す。この評価結果より、ＮＥの範囲としては、０．５≦ＮＥ≦２．
０が良いことがわかった。ＮＥが０．５ｍｍ未満だとエッジ当接になる場合があり、コー
ト量が少なくなって濃度薄や画像白抜けになった。又、２．０ｍｍを超えるとトナーコー
ト量が大きくトナー層形成が不安定となった。
【０１０８】
　又、当接圧Ｐは２５≦Ｐ≦５４が良いことがわかった。Ｐが２５ｇ／ｃｍ未満の場合は
、トナーの帯電量が不十分で画質の悪化や濃度薄が生じた。逆に５０ｇ／ｃｍを超えると
、トナーコート量が少なくなり耐久でラインが散り散りとなった。
【０１０９】
　更にＰとＮＥには次のような関係があることがわかった。
【０１１０】
　即ち、Ｐが小さい場合はトナー規制力が小さいのでＮＥを短くしないとコート量が大き
くなり画像が悪化する。Ｐが大きくなるに連れてトナーの規制力が大きくなるため、ＮＥ
を大きくしたほうがトナーコートが安定し画質が良化する。
【０１１１】
　図４に示す実験結果は数式（１３）で表すことができる。これは、図４に示すＮＥとＰ
の関係において、その上限を示すグラフａと下限を示すグラフｂとの間の領域であるＸを
規定したものである。
【０１１２】
【数１３】

【０１１３】
　従って、０．５≦ＮＥ≦２．０、且つ２５≦Ｐ≦５４、更に６．０×ＮＥ＋２２≦Ｐ≦
６．０×ＮＥ＋４２の範囲に、現像ブレード２５を当接させることで、球形化処理された
トナーを用いて安定したトナー層を形成でき、画質を満足できた。
【０１１４】
　そこで本実施例では、現像ブレード２５を、現像ローラ２３に対して当接圧Ｐ（現像ロ
ーラ長手方向についての１ｃｍあたりの線圧（ｇ／ｃｍ））を４０ｇ／ｃｍで当接するよ
うに現像装置４に設置している。
【０１１５】
　又、現像ローラ２３とブレード２５の当接巾であるニップＮは１．５ｍｍ、当接最上流
位置（スリーブ回転方向の上流）からブレード自由端までの距離であるＮＥは１．０ｍｍ
としている。
【０１１６】
　このようにすることで、現像ローラ２３にトナー２２を良好にコートできるようになり
、白抜けや、濃度低下、濃度ムラ、ラインズレ等の画像不良を防止できた。
【０１１７】
　実施例４
　本実施例では、実施例１の同様の構成の画像形成装置において、更に、現像ローラ２３
の表面粗さについて、考慮する。
【０１１８】
　実施例１に示す表２において、同じＲａの場合、Ｒｚ／Ｓｍが大きい方が現像ローラ２
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【０１１９】
　図５にＲａ、Ｒｚが一定でＳｍのみが違う簡単な現像ローラ２３表面の粗さプロフィー
ル図５（ａ）と図５（ｂ）を示す。この図５（ａ）（ｂ）に示すように、Ｒｚ／Ｓｍは粗
さプロフィールの傾きの絶対値を示し、Ｓｍが小さい時、つまり、Ｒｚ／Ｓｍが大きい時
の図５（ａ）に示すデータは、Ｓｍが小さい時、つまりＲｚ／Ｓｍが大きい時のデータで
ある図５（ｂ）のデータよりも、傾きが大きい。よって、Ｒｚ／Ｓｍが大きくなる程傾き
が大きくなることが分かる。
【０１２０】
　次に、図６に現像ローラ２３の表面粗さＲｚ＝１２μｍの凹部に粒径６μｍトナー２２
を担持した様子を示す。このように、凹部上のトナー２２は凹部にて最も窪んだ部分ｔ１
に到達しない状況で考えると、凹部にて最も窪んだ部分ｔ１とトナー２２表面との間には
隙間ｕを有するが、Ｒｚ／Ｓｍが大きい方が、凹部にて最も窪んだ部分ｔ１とトナー２２
表面との距離である隙間高さＵが大きいことが分かる。更に、表２で示した本実施例で使
用した現像ローラ２３の表面粗さに対する、粒径６μｍのトナーにおいて、隙間高さＵの
関係を表４に示す。
【０１２１】
【表４】

【０１２２】
　尚、表４における隙間高さＵの対粒径割合（％）Ｑは数式（１４）により算出した。
【０１２３】
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【数１４】

【０１２４】
　この表４において、隙間高さＵの対粒径割合が小さい（０．７以下）ものが、現像ロー
ラ２３表面へトナー融着するという結果を示している。即ち、現像ブレード２５と現像ロ
ーラ２３との摺擦の際に、現像ローラ２３の表面とトナーの間に隙間がある方が、現像ロ
ーラ２３表面とトナーの摩擦が小さいため融着しにくいと考えられる。表２と表３の結果
から、０．７≦Ｑ≦２８であることが好ましいことが明らかとなった。
【０１２５】
　実施例５
　次に、本発明に係る画像形成装置の他の実施例について説明する。
【０１２６】
　実施例１にて説明した画像形成装置Ａにおいて、現像手段として感光ドラム１に対し現
像ローラ２３は、所定の侵入量となるように押圧、接触され、現像される方法を用いたが
、本実施例においては図７に示すように、現像剤担持体２３を像担持体１と非接触に保ち
ながら、像担持体１上の潜像の現像を行うジャンピング現像を用いたものである。
【０１２７】
　従って、実施例１にて説明した全ての現像装置４構成部が同様に本実施例のプロセスカ
ートリッジＢにおいても適用される。従って、これら構成および作用についての説明は、
実施例１において行った上記説明を援用する。
【０１２８】
　実施例１にて説明した画像形成装置Ａにおいて、画像形成装置Ａが図８のように、プロ
セスカートリッジＢを複数有し、それらを縦型に配したインラインフルカラーレーザービ
ームプリンタである場合、本実施例において実施例１～４に説明した発明を適用すること
により、画像形成枚数増加に伴うトナー劣化時においてもトナーに対する摩擦帯電性が低
下せず、カブリ問題が発生しないフルカラー電子写真画像形成装置を提供することができ
る。この時現像剤の色毎にプロセスカートリッジＢを備える。このような方法をとること
により、４色のプロセスカートリッジＢに対し、それぞれ独立に実施例１～４に説明した
本発明を実施することで、同様に、高速化に伴う画像不良を防止する効果を得ることが出
来る。プロセスカートリッジの数は４つに限らない。
【０１２９】
　本実施例では、インラインフルカラーレーザービームプリンタを用いたが、ロータリ方
式を用いたフルカラーレーザービームプリンタにおいても同等の効果を得ることができる
。もちろん感光ドラムの周囲に固定して複数の現像装置を備えた構成についても、中間転
写方式を採用したものでも、現像装置の構成以外は、どのように変化させた構成の画像形
成装置においても適用できる。
【図面の簡単な説明】
【０１３０】
【図１】本発明に係る画像形成装置の一例を示す概略構成図である。
【図２】本発明に係る表面粗さＲｚの計算方法（図２（ａ））及び凸凹の平均間隔Ｓｍ（
図２（ｂ））の計算方法を示す説明図である。
【図３】本発明に係る現像剤担持体と現像剤規制部材との対向部を示す拡大図である。
【図４】本発明に係る現像剤規制部材の現像剤担持体に対する当接圧Ｐと、最下流当接位
置と自由端間の距離ＮＥとの関係を示すグラフである。
【図５】異なるＳｍ値における現像剤担持体表面の粗さプロフィールを示す説明図である
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【図６】異なるＲｚ／Ｓｍ値における凹面上のトナーの様子を示す説明図である。
【図７】本発明に係る画像形成装置の他の例を示す概略構成図である。
【図８】本発明に係る画像形成装置の他の例を示す概略説明図である。
【符号の説明】
【０１３１】
　１　　感光ドラム（像担持体）
　４　　現像装置
　２２　トナー（現像剤）
　２３　現像ローラ（現像剤担持体）
　２５　現像ブレード（現像剤規制部材）
　Ａ　　画像形成装置
　Ｂ　　プロセスカートリッジ

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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